
● 生命保険料の控除額と地震保険料の控除額については、内訳を必ず
記入してください。

● 従業員本人と扶養親族の個人番号（マイナンバー）を必ず記入してください。

①住所
令和8年1月1日現在の住所もしくは退職時の住所を記入してください。
※住民登録地と異なる場合、後日お問い合わせをさせていただくことがあります。 

②個人番号（マイナンバー）
従業員本人に確認の上で取得した個人番号（12桁）を必ず記入してください。
※記入がない場合、後日お問い合わせをさせていただくことがあります。

③氏名、フリガナ
個人を特定するため大変重要です。
必ず記入してください（姓と名の間はスペースを空けてください）。

④給与所得控除後の金額（調整控除後）
給与所得控除後の給与等の金額を記載してください。

なお、所得金額調整控除の適用がある場合には、所得金額調整控除の額を控除した後の

金額を記入してください。（所得金額調整控除については裏面⑰参照）

⑤所得控除の額の合計額
所得控除額の合計を記入してください。
控除の合計額だけでなく、控除の内容はすべて所定の欄に記入してください。

⑥（源泉）控除対象配偶者の有無等
年末調整により配偶者控除を適用した場合、「有」に○印をつけてください。 

年末調整していない場合、源泉控除対象配偶者を有しているときは、「有」に○印をつけてくだ

さい。 

老人控除対象配偶者(昭和31年1月1日以前に生まれた人)に該当する場合は、「有」と「老人」
に○印を付けてください。 また、⑥Ⅰに配偶者の氏名、フリガナ、個人番号を記入してくださ
い。

 ⑦配偶者（特別）控除の額
配偶者控除又は配偶者特別控除を適用する場合は⑦に控除の額を、⑦Ⅰに配偶者の合
計所得金額を記入してください。

⑨障害者の数（本人を除く。）
Ⓚ：Ⓛ  のうち同居特別障害者に該当する人数を記入してください。
Ⓛ：同一生計配偶者及び扶養親族のうち、特別障害者（1，2級の身体障害者手帳を所持す

　　る人など税法上認められた障害者）の人数を記入してください。
Ⓜ：同一生計配偶者及び扶養親族のうち、Ⓛ以外の税法上認められた障害者数を記入してください。

　注）障害者控除は16歳未満扶養親族の場合であっても、適用を受けることができます。

特別障害者2人(内1人同居)、特別障害者以外の障害者1人が扶養親族にいる場合

 ⑩特定親族特別控除の額
特定親族特別控除を適用する場合は⑩に控除の額を記入してください。

⑧控除対象扶養親族の数（配偶者を除く。）、16歳未満の扶養親族の数
（１）被扶養者が居住者の場合　年齢16歳以上の人（平成22年1月1日以前に生まれた人）
（２）被扶養者が非居住者の場合　次のいずれかに該当する人
　（イ）年齢16歳以上30歳未満の人（平成8年1月2日から平成22年1月1日までの間に生まれた人）

　（ロ）年齢70歳以上の人（昭和31年1月1日以前に生まれた人）

　（ハ）年齢30歳以上70歳未満の人（昭和31年1月２日から平成8年1月1日までの間に生まれた人）のうち、

「留学により国内に住所及び居所を有しなくなった人」、「障害者」又は「あなたから令和7年中に

おいて生活費又は教育費に充てるための支払を３８万円以上受けている人」

Ⓖ：特定扶養親族（平成15年1月2日から平成19年1月1日以前に生まれた人）の人数を記入し

　　てください。

Ⓗ：Ⓘのうち同居老親等扶養親族に該当する者の人数を記入してください。

　注）同居老親等扶養親族とは、老人扶養親族のうち、本人又は本人の配偶者の直系尊属で、 ⑭摘要
　　本人又はその配偶者のいずれかとの同居を常況としている人です。 ○控除対象扶養親族又は16歳未満扶養親族が5人以上いる場合には、5人目以降

Ⓘ：老人扶養親族(昭和31年1月1日以前に生まれた人）の人数 　　の控除対象扶養親族又は16歳未満扶養親族の氏名を記入してください。

Ⓙ：特定･老人･16歳未満扶養親族以外の扶養親族の人数 　【例】 (1)菰野　太郎　(2)菰野　花子　 注）5人目以降の扶養親族の個人番号につい
➇Ⅰ：特定親族特別控除の適用人数【※特定親族特別控除の詳細については、⑩及び裏面 　　ては⑧Ⅲに記入してください。その際には、摘要欄に記載する扶養親族と対応す
　　　　参照】　　 　　るようにしてください。【例】 (1) 901234567890　(2) 890123456789 

➇Ⅱ：16歳未満扶養親族（平成22年1月2日以降に生まれた人）の人数 ○所得金額調整控除（裏面⑰参照）の適用がある場合は、該当する要件に応じて次

　注）16歳未満扶養親族は町県民税の算定（非課税限度額の算定）等に使用するため必ず記 　のとおり記入してください。
　　入してください。

扶養親族に特定扶養親族 1人、老人扶養親族2人(内1人が同居老親等)、特定・老人・

16歳未満以外の扶養親族1人、16歳未満扶養親族1人、
また、特定親族特別控除の対象者が1人いる場合

控除対象扶養親族の名前及び ○前職分（パート・アルバイト・雇用形態の変更を含む）が含まれている場合は、前職
フリガナ、個人番号は⑧Ⅲ欄に 　の会社名、給与支払額及び社会保険料を記入してください。

記入してください。 　注）前職分の記載がない場合は、前職分を加算して町県民税の計算を行います。

控除対象扶養親族が5人以上

いる場合は、摘要欄に名前を、
注)控除対象扶養親族の数に、16歳未満扶養親族 個人番号を⑧Ⅳに記入してくだ
　の数は含めないでください。 さい。

特定親族特別控除額

63万円
61万円
51万円

41万円

31万円

21万円

11万円

6万円

3万円

記入例

記入例

110万円超　115万円以下

115万円超　120万円以下

120万円超　125万円以下

125万円超　130万円以下

130万円超　133万円以下

0円

12万円

11万円

9万円

3万円
0円 0円

14万円
11万円

7万円
6万円
4万円
2万円
1万円

13万円
24万円

900万円以下
900万円超

950万円以下
配偶者の合計所得金額

配
偶
者
控
除

58万円以下 13万円

16万円32万円48万円58万円以下
（老人控除対象配偶者）

950万円超
1,000万円以下

控除を受ける納税者本人の合計所得金額

配
偶
者
特
別
控
除

133万円超

58万円超　95万円以下

95万円超　100万円以下

100万円超　105万円以下

105万円超　110万円以下

31万円

26万円
21万円

38万円 26万円

21万円

18万円

38万円
36万円

26万円

16万円
11万円
6万円

特定親族の前年の合計所得金額

58万円超　85万円以下

8万円
4万円
2万円

85万円超　90万円以下
90万円超　95万円以下
95万円超　100万円以下
100万円超　105万円以下

120万円超　123万円以下

105万円超　110万円以下
110万円超　115万円以下
115万円超　120万円以下

扶養親族の氏名（調整）
例）三重　一郎（調整）

扶養親族が特別障害者
扶養親族が年齢23歳未満

要　　　　件 記載方法
本人が特別障害者 記載不要

同一生計配偶者が特別障害者
同一生計配偶者の氏名（同配）
例）三重　花子（同配）

記入する際に、特に注意してください。
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名

（フリガナ）

支 払

を受け

る 者

種　　　　別 支 払 金 額
給与所得控除後の金額

(調　整　控　除　後)
所得控除の額の合計額 源 泉 徴 収 税 額

円 内Ⓐ内 円 Ⓑ

　(源泉)控除対象配偶者 配 偶 者(特 別)
控　除　の　額

控 除 対 象 扶 養 親 族 等 の 数

（ 配 偶 者 を 除 く 。 ）
16歳未満

扶養親族

の数

障 害 者 の 数

（本人を除く。）
非居住者
である

親族の数  の有無等
老人 特　定 老　人 特　親 特　別 その他そ の 他

円円

人Ⓘ　人 従人Ⓙ　 人 従人 　 人 従人 人 Ⓚ　　内 Ⓛ　　人 Ⓜ　　人Ⓒ有 従有 Ⓔ Ⓕ　　　 円 Ⓖ　 人従人 Ⓗ　内

円 Ⓝ内 円 Ⓞ

特定親族特別控除の額 社会保険料等の金額 生命保険料の控除額 地震保険料の控除額 住宅借入金等特別控除の額

円 Ⓟ 円 円

㋭ 円 旧個人年金

保険料

の金額

（摘要）

日
住宅借入金等

特別控除区分

（１回目）

住宅借入金等

年末残高

（１回目）

円

生命保険料

の金額の

内訳

新生命

保険料

の金額

㋺ 円 旧生命

保険料

の金額

㋩ 円 介護医療

保険料

の金額

㋬ 円㊁ 円 新個人年金

保険料

の金額

住宅借入金

等特別控除

適用数

居住開始年月

日（１回目）

円

年 月

住宅借入金

等特別控除

可能額

円
居住開始年月

日（２回目）

年 月 日 住宅借入金等

特別控除区分

（２回目）

住宅借入金等

年末残高

（２回目）

住宅借入

金等特別

控除の額

の内訳

円 旧長期損害

保険料の金額

円(源泉･特

別)控除

対象

配偶者

(フリガナ)
区
分 配偶者の

合計所得

個人番号

氏名

基礎控除の額
円 所得金額

調整控除額

㋑ 円 国民年金保険

料等の金額

控
除
対
象
扶
養
親
族
等

1

(フリガナ)
区

分

2

区

分

3

(フリガナ)
区

分

個人番号

4

区

分

個人番号

５人目以降の控除対象

扶養親族の個人番号

５人目以降の１６歳未満

の扶養親族の個人番号

区

分

2

(フリガナ)

個人番号 個人番号

(フリガナ)

氏名 氏名

氏名 氏名

１
６
歳
未
満
の
扶
養
親
族

(フリガナ)

氏名

氏名 氏名

区

分

氏名

個人番号 個人番号

区

分

3

(フリガナ)

個人番号

1

(フリガナ)

4

(フリガナ)
区

分

本人が障害者

特
別

㋷

そ

の

他

㋦

個人番号

中途就・退職 受給者生年月日

元　号 年 月 日（
市
区
町
村
提
出
用

）

就職 退職 年 月 日

寡

婦

㋸

ひ

と

り

親

㋾

勤

労

学
生

㋻

未

成

年
者

㋠

外

国
人

死

亡

退
職

災

害
者

乙

　
欄

（摘要）に前職分の加算額、支払者等を記載してください。

住所（居所）

又は所在地

支

 

払

 

者

個人番号又は
法人番号

（右詰で記載してください。）

氏 名 又 は
名　 　　称 （電話）　
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